
重要事項説明書（指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント） 

 

１ 法人の概要 

名称  社会福祉法人 山北町社会福祉協議会 

法人種別  社会福祉法人 

代表者名  会長 福岡 健一 

所在地  〒258-0111 山北町向原１３７９番地１ 

電話番号  ０４６５－７５－１９４１ 

 

２ 事業所の概要 

事業所名 山北町地域包括支援センター 

所在地 神奈川県足柄上郡山北町向原１３７９番地１ 

事業所指定番号 

指定年月日 

 １４０１４０００５４ 号 

令和 ６年 ４月 １日～ 令和１２年 ３月 ３１日 

管理者 新保 紀子 

連絡先 
電話番号 ０４６５－７５－１９４１ 

FAX ０４６５－７６－４０７９ 

営業日 

営業時間 

月曜日～金曜日 （ただし祝祭日、12/29～1/3を除く） 

午前 8時 30分から午後 5時 15分まで 

サービス提供地域 山北町 

 

３ 事業所、指定介護予防支援等についての職員体制 

職種       人員 

管理者 １名 主任介護支援専門員と兼務・専従 

主任介護支援専門員 １名 （常勤１名）    兼務・専従 

保健師 １名 （常勤１名）    兼務・専従 

社会福祉士 １名 （常勤１名）    兼務・専従 

介護予防計画作成者等 ２名 （非常勤２名）   兼務・専従 

  

 

４ 運営方針等 

指定介護予防支援及び第１号介護予防支援事業（以下、「指定介護予防支援等」といいま

す）の提供において、利用者本位に基づき、中立・公立な立場を守り、利用者の状況に

最もふさわしい適切な指定介護予防支援等を提供いたします。 



⑴ 利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう

に配慮して行います。 

⑵ 利用者の心身の状況・その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、利

用者の自立に向けて設定された目標を達成できるよう支援します。また保健医療サ

ービス及び福祉サービスと連携し、適切なサービスが効率的に提供されるよう配慮

します。 

⑶ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指

定介護予防サービスが特定の種類又は特定の事業者等に不当に偏る事のないよう、

公正中立に行います。 

⑷ 介護予防サービス事業者等、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域

における様々な取り組みを行う者等との連携に努めます。 

 

５ 指定介護予防支援等の内容 

⑴ 相談受付 

事業所内又は利用者の居宅等において利用者からの相談に応じます。 

 

⑵ 課題分析 

利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して利用者の生活全般について 

の状態を十分把握し利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援すべき総

合的な課題を把握します。 

 

⑶ 介護予防サービス計画原案の作成 

利用者及びその家族の希望や把握された解決すべき課題に基づき、利用者が目標と 

する生活、利用者及び家族の意向を踏まえ、目標及びその達成時期、サービスを利用す

るうえでの留意点等を盛り込んだ介護予防サービス計画の原案を作成します。 

 利用者は、複数の指定介護予防サービス事業者等を紹介するよう求めることができま

す。また、介護予防サービス計画原案に位置付けた介護予防サービス事業者等の選定理

由の説明を求めることができます。 

 

⑷ サービス担当者会議等の実施 

利用者や家族、介護予防サービス計画原案に位置付けた指定介護予防サービス等 

担当者を招集した、サービス担当者会議を開催し、利用者の状況等に関する情報を共有

するとともに、介護予防サービス計画原案の内容について、担当者より専門的見地から

の意見を求めます。 

  

⑸ 介護予防サービス計画の説明及び同意 

介護予防サービス計画原案の内容について保険給付の対象となるか否かを区分した

うえで、その種類、内容、利用料について利用者又はその家族に対して説明し、文書

により利用者の同意を得ます。 



⑹ 介護予防サービスの交付 

介護予防サービス計画を利用者及びサービス事業者に交付します。 

 

⑺ サービス実施状況の継続的な把握及び評価 

利用者及びその家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行い、少なく

とも３月に１回利用者の居宅を訪問し、介護予防サービス計画の実施状況を把握（以下

「モニタリング」という。）します。訪問しない月については電話等により利用者にモニ

タリングを行います。その結果については１月に１回以上記録し必要に応じて介護予防

サービス計画の変更等を行います。 

 

６ 損害賠償 

 事業所は、指定介護予防支援等の提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により、

利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対し、その損害を賠償い

たします。 

 

７ 緊急時の対応 

 事業所は、サービスの提供にあたり、事故・利用者の怪我及び体調の急変が生じた場

合等、必要な場合には事前の打合せに基づき、速やかに家族及び主治医に連絡を取る

等必要な措置を講じることといたします。 

 

８ 利用者負担金 

⑴ 介護予防支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるも

のとし、当該介護予防支援が法定代理受領サービスであるときは利用者からの利用

料の支払いは受けないものとします。 

⑵ 通常のサービス提供地域を超える地域に訪問・出張する必要がある場合でも、その交

通費（実費）の支払いは必要ありません。 

 

９ 利用の解約等 

⑴ 利用者が指定介護予防支援等に係る訪問、介護予防サービス計画に位置付けられた

サービスの取消、又は中断する場合は、担当職員へご連絡ください。 

⑵ サービス提供の取消、又は契約を解約しても解約料等は必要ありません。 

 

10 事業所の秘密保持義務 

⑴ 事業所は、業務上知り得た利用者及びその家族等に関する事項を、理由なく第三者に

もらすことはありません。 

⑵ 秘密保持につきましては、契約が終了した後も継続します。 

⑶ 事業所は、あらかじめ文書により利用者の同意を得た場所には、利用者の介護予防サ

ービス等の提供に係る事業者との連絡調整等に必要な最小限の範囲内で、利用者の

個人情報を用いることができるものとします。 



11 従業者の研修 

 担当職員の資質向上を図るための研修機会（高齢者虐待、権利擁護、衛生管理、災害

時の対応等）を設け、業務の体制を整備します。 

 

12 担当職員 

 主に担当する職員は次の者です。サービスについてどのようなことでもご相談くださ

い。また、担当職員と医療機関との連携を円骨にする為、利用者が入院する時は、地域

包括支援センターの担当職員の氏名と連絡先を、入院する医療機関に伝えてください。 

 

 職種                      

 

 氏名                      

 

 連絡先  山北町地域包括支援センター  電話番号 0465-75-1941 

 

 

13 業務の委託 

※地域包括支援センターから委託を受けた業務の一部を指定居宅介護支援事業所に委

託する場合があります。 

 

（委託先） 

事業所番号                   

 

名称                      

 

所在地                     

 

担当介護支援専門員               

 

連絡先                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 相談窓口、苦情窓口 

⑴ サービスに関する相談や苦情については、次の窓口にご連絡願います。 

事業所相談窓口 

山北町地域包括支援センター 

電話番号  ０４６５－７５－１９４１ 

ＦＡＸ番号 ０４６５－７６－４０７９ 

相談員（責任者）相原道博 事務局長 

対応時間  8：30～17：15（平日）  

○次の機関においても、苦情申し出等ができます。 

山北町保険健康課 所在地 山北町山北 1301-4  （役場１階） 

電話番号  ０４６５－７５－３６４２ 

ＦＡＸ番号 ０４６５－７９－２１７１ 

受付時間  8：30～17：15（平日） 

神奈川県国民健康保険団体連合会 

介護保険課介護苦情相談係 

所在地 横浜市西区楠町 27-1 

電話番号 ０４５－３２９－３４４７ 

受付時間  8：30～17：15（平日） 

               ※月曜日～金曜日（祝日・12/29～1/3を除く） 

 

 

【説明確認欄】                   年    月    日 

 

指定介護予防支援契約の締結にあたり、上記のとおり重要事項を説明いたしました。 

 

     事業所名  山北町地域包括支援センター  

 

                  説明者                 

 

 

指定介護予防支援等契約の締結にあたり、上記のとおり重要事項の説明を受け、内容

を承諾し、交付を受けました。  

 

     利用者      氏名                

 

     家族又は代理人  氏名                 


